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貿易の成立条件

馬田哲次

Usually economics insists that trade gives benefit for countries. But this insistence 

is based on Ricard's comparative cost theory. And this theory assumes full 

employment. Also the production is performed on the production frontier. However， 

the production in capitalist economy is determined based on the profit of each 

company. In this paper the difficulty of gaining profit by trade is explained. 

I はじめに

自由貿易が世界の経済を発展させると通常主張される。その根拠は， リ

カードの比較生産説にあると思われる。しかしながら， リカードの比較生産

説は，完全雇用や生産フロンテイア上で生産が行われることを前提としてい

る。

多くの国では，資本主義経済という経済体制をとっているが，そこでは，

企業は利潤を基に生産を決めているO 利潤があげられなければ，企業は生産

を持続させることは出来ない。

本稿では，このもっとも基本的な資本主義経済の特徴を組み込んだモデル

を構築し貿易が成り立つための条件を考察したものである。ここでは，通

常の経済学が教えるのとは異なり，貿易の成立は難しいことが示される。

本稿の構成は次の通りである。II節では 閉鎖経済で消費財のみが生産さ

れる場合について考察する。皿節では，開放経済で消費財のみが生産され輸

出している小国モデルを考察するo N節では，開放経済で2国モデルについ

て考察される。V節では，閉鎖経済で消費財と投資財が生産されている場合

について考察する。VI節では，開放経済で消費財と投資財が生産される小国

モデルが考察される。四節は，開放経済の 2国モデルが考察される。そし

て，最後に珊節で，本稿のまとめと課題が述べられる。
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E 閉鎖経済ー消費財のみのモデル

ここでは，閉鎖経済で消費財のみが生産されている経済を考える。消費財

は，第 1財と第2財のみが生産される簡単な経済を考える。

第1財と第2財を生産する企業の生産勘定から，次の式が成立する。

wN1+π1= P1Y1 

wN  2+π2=P2Y2 

( 1 ) 

( 2) 

ここで， wは貨幣賃金率， Nは雇用量， πは利潤， Pは価格， Yは生産量で

下付き添え字は 1財と 2財を表す。

労働者は賃金を全額消費すると仮定すると，

wN  1 + wN  2 = P 1 Y 1 + P 2 Y 2 ( 3 ) 

が成立する。

(1)， (2)， (3) より，

π1+π 2 = 0 (4 ) 

が成立する。

短期的には，第 1消費財または第2消費財の企業が利潤をあげられるかも

しれないが，その場合は， もう一方の企業の利潤は負になる。そういう状態

を長期間続けることはできないので，負の利潤しか上げられない企業は倒産

する。すると，残った企業も正の利潤をあげることは出来なくなる。いずれ

にしても，閉鎖経済の場合，経済に消費財を生産する企業しか存在しない場

合は，すべての企業が利潤をあげることが出来ないので，新規企業の参入が

ない限り，資本主義経済は成り立たない。

E 開放経済ー消費財のみの小国モデル

ここでは，国内に第2消費財を生産する企業が1つ存在しそれを圏内で

販売するとともに輸出している小国の場合について考える。企業の生産勘定

より，次の式が成立する。

wN  2+π2=P2C2+P2*eEX (5) 

ここで， C2は第 2消費財の囲内における消費需要であり ，EXは輸出であ
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る。Pについている上付きの*は，外国を意味する。 eは邦貨建ての為替

レ-トである。

労働者は賃金を全額消費し，国産品または輸入品を購入すると仮定する

と，次の式が成立する。

wN2=P2C2+Pj*e 1M (6) 

ここで. 1Mは輸入である。

第2財の生産量は，囲内消費量と輸出量の和に等しいので，次の式が成立

する。

Y2=C2+EX ( 7) 

ここで. Y 2は第 2財の生産量である。

雇用量と生産量の聞には，簡単に，次のような線形の関係があると仮定す

る。

N2=n2Y2 (8) 

これでモデルは完結した。内生変数は. Y 2. N 2. C 2. π2の4変数であ

り. (5)~(8) の 4 本の方程式から成るモデルである。

(8 )を (5). (6) に代入し行列表示にすると，次のようになる。

同信H哲| (9) 

これをクラーメルの公式を用いて解くと，次のようになるo

Tr  P'zEX-PteIM 
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(11) 

7r 2=PteEX -PteIM (12) 

(10). (11)の分母は，価格から平均費用をヲ|いたものなので，正と仮定

する。
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Y2が正になるための条件は.(10) より，

P2EX-P1*e 1M>O 

である。自国通貨が減価すれば. (13)式は成立しにくくなる。

C2が正で、ある条件は. (11) より，

wn2EX-P1e 1M>O 

(13) 

(14) 

となる。貨幣賃金率が高く，労働生産性が低ければ賃金の支払いが多くな

り，国内消費財に対する消費量は多くなる。逆に，輸入消費財の海外での価

格が高く，自国通貨が減価すれば，国内消費財に対する消費量は少なくな

る。

π2が正で、るための条件は. (12) より，

P2*EX-P1*IM>O 

となる。外貨で測った貿易収支が正でなければならない。

U 開放経済ー消費財のみの2国モデル

(15) 

ここでは，第 1消費財を生産する外国と，第2消費財を生産する自国の 2

国が存在する経済モデルを考える。

自国企業の生産勘定より，

wN 2+π 2=P2C2+P2*eEX 

が成立する。

労働者は賃金の全額を消費すると仮定すると，

wN2=P2C2+P1*e 1M 

が成立する。

第2財の生産量は自国での消費量と海外への輸出量なので，

Y2=C2+EX 

が成立する。

雇用量生産量の間には，簡単に

N2=n2Y2 

が成立していると仮定する。

(16) 

(17) 

(18) 

(19) 
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外国の企業の生産勘定より，

w*N1+πI=P1*Cl+P1*EX* 

が成立する。

自国と同様に，賃金は全額消費されると仮定すると，

w * N 1 = P 1 * C 1 + P 2 * 1 M*が成立する。

第 1財は外国で消費されるか輸出されるので，

Yl=C1+EX* 

が成立する。

雇用量と生産量の聞には，自国と同様に，

N1= n lY1 

が成立していると考える。

自国の輸出量は外国の輸入量に等しいので，

EX=1M* 

が成立する。

また，外国の輸出量は自国の輸入量に等しいので，

EX* =1M 

が成立する。
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(20) 

(21) 

(22) 

(23) 

(24) 

(25) 

このモデルの内生変数は. N 2. π2. C 2. 1M. Y 2. N 1. π1. C1. 

1M*. Y 1の10変数であり. (16) ~ (25)の10本からなるモデルである。

まず， 自国について考える。(19)を (16). (17)に代入し. (25) を (17)

に代入し行列表示にすると，次のようになる。

円相=[守|
これをクラーメルの公式で解くと，次のようになるo

Y2 = PÆ~ -P~eEX* 
z - Pz-wnz 

(26) 

(27) 
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P
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し (28) 

π2=P;eEX -PIEX* (29) 

外国の場合も同様に計算して，次のようになるo

TT P'tEX*-P;EX 
J._ 1 Pt-w*nl 

(30) 

c=_!_l./n1EX* -P2*EX 
1 Pt-w*nl 

(31) 

πI=PtEX・-P;EX (32) 

ここで，簡単に，

P~e-PI (33) 

が成立していると仮定し (33) を (29) に代入すると，

π2=e(P;EX -P1EX*) 

を得る。

π1>0であるためには， (32) より，

PtEX* -P;EX > 0 (35) 

(34) 

でなければならない。また， π2> 0であるためには， (34) より，

(P;EX -PtEX*) > 0 (36) 

でなければならない。(35) と (36) は同時に成立することはできない。利

潤がなければ生産されることはなく，生産されることがなければ，輸入をす

ることもできない。従って，貿易は成り立たない。(35) は，外国の通貨で

測った外国の貿易収支であり， (36) は，外国の通貨で測った自国の貿易収

支である。それぞれの国は，貿易収支が黒字でなければ利潤をあげることは

できないが，一方の国の貿易収支が黒字であるときは，他方の国の貿易収支

は赤字になる。両国の貿易収支が黒字になることはないので，両国の利潤が

黒字になることはなく，両国で生産が行われることはない。
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V 閉鎖経済ー消費財と投資財のモデル

この節では，閉鎖経済で，消費財と投資財がそれぞれ 1種類ある場合につ

いて考察する。

消費財企業の生産勘定より，次の式が成立する。

wNc+π c=PcYc (37) 

ここで，下付き添え字のCは，消費財を表す。

投資財企業の生産勘定より 次の式が成立する。

wNr+π r= PrYr (38) 

ここで，下付き添え字の Iは，投資財を表す。

労働者は賃金を全て消費すると仮定すると，次の式が成立する。

wNc+wNr=PcYc (39) 

雇用量と生産量の聞には，簡単に，次のような関係が成立していると仮定

する。

Nc=ncYc (40) 

N r = n r Y r (41) 

このモデルの内生変数は， Y c， N c， N r， πc， πIの5つであり， (37) 

~(41) の 5 本からなるモデルである 。

(38)， (41) より，

πr= (Pr-wnr)Yr (42) 

(39) ~ (41) より，

Y r = _____!!!_n1 Tr  

Pc-wnc i I 
(43) 

(37)， (40)， (43) より，

πc=wnrYr (44) 

(42) ~ (44) より，投資財の生産がゼロであれば，消費財企業の利潤と生



-8- (204) 山口経済学雑誌第66巻第3号

産量もゼロになることが分かる。この結果は E節の結論と整合的である。

U 開放経済ー消費財と投資財の小国モデル

ここでは，海外との取引があり，消費財と投資財が生産される小国の場合

について考察する。なお，輸出されるのは 消費財のみである。

消費財企業の生産勘定より，次の式が成立する。

wN  2+π2 = P 2 C 2 + P 2 * eEX (45) 

なお，下付き添え字の 2は，国内で生産している消費財を表し上付きの*

は，海外を表す。

投資財企業の生産勘定より，次の式が成立する。

w Nr+πr = P rYr (46) 

海外からは，消費財のみを輸入し(下付き添え字の 1で表す).労働者は賃

金を全て消費すると仮定すると，次の式が成立する。

w N 2 + W N r = P 2 C 2 + P 1 * eIM (47) 

消費財の生産量は，国内の消費量と輸出量なので，次の式が成立する。

Y 2 = C 2 + EX (48) 

消費財と投資財の雇用と生産の聞には，次の関係があると仮定する。

N2=n2Y 2 

Nr= n jYj 

(49) 

(50) 

このモデルの内生変数は. N 2. N j. π2. πr. Y 2. C 2の6個であり，

(45) ~ (50)の6本からなるモデルである。

(46). (50) より，

πj= (Pj-wNj)Yj 

を得る。

(45). (47). (48) を (49). (50) を代入して行列表示すると，次の よう

になる。
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W171514月子巴| (52) 

クラーメルの公式を使って解くと，次のような結果を得る。

Y2 PAX -!teIMキwn/Y/

P2一ωn2
(53) 

V
U
一

n
一

W一+一周
一
例

子
一
介

X
一

占一n
一

mw
一G

 

(54) 

7c 2 = P;eEX -PteIMキ初旬/Y/ (55) 

E節との違いは，貿易収支が赤字であっても，それを補える国内投資があ

れば，消費財産業の生産量と利潤は正になるということである。

百開放経済一消費財と投資財の2国モデル

ここでは，開放経済の 2国モデルについて考察する。自国は第2消費財を

生産しそれを輸出する。外国は第 1消費財を生産しそれを輸出する。両

国に投資財企業があるが，投資財は輸出されない。

自国の消費財企業の生産勘定より，

wN 2+π 2 = P 2 C 2 + P 2 *eEX (56) 

が成立する。

自国の投資財企業の生産勘定より，次の式が成立する。

wN1+π 1 = P IY 1 (57) 

労働者は賃金の全額を消費すると仮定すると，

w N 2 + W N 1 = P 2 C 2 + P 1 * eIM (58) 

が成立する。

第2消費財の生産量は自国での消費量と海外への輸出量なので，

Y 2 = C 2 + EX 

が成立する。

(59) 
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雇用量生産量の聞には，簡単に

N2=n2Y2 

Nj= n jYj 

が成立していると仮定する。

外国の第 1消費財企業の生産勘定より，

w*N1+π] = P ] * C 1 + P 1 *EX* 

が成立する。

外国の投資財産業の生産勘定より，次の式が成立する。

w*Nr*+π j*=Pj*Yj本

自国と同様に，賃金は全額消費されると仮定すると，

w*N 1 + w本 Nj本 =P 1 * C 1 + P 2 * 1M * 

が成立する。

第1財は外国で消費されるか輸出されるので，

Y 1 = C 1 + EX* 

が成立する。

雇用量と生産量の間には，自国と同様に，

N1= n1Y1 

Nj*=nj*yj* 

が成立していると考える。

自国の輸出量は外国の輸入量に等しいので，

EX=1M* 

が成立する。

また，外国の輸出量は自国の輸入量に等しいので，

EX* =1M 

が成立する。

(60) 

(61) 

(62) 

(63) 

(64) 

(65) 

(66) 

(67) 

(68) 

(69) 

このモデルの内生変数は N2. π2. C 2. 1M. Y 2. N 1. πr. N]. 

π1. C 1. 1M * . Y 1. N 1ぺ πI*の14変数であり. (56) ~ (69)の14本か

らなるモデルである。
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(57)， (61) より，

πr= (Pr-wnr)Yr (70) 

(56)， (58)， (59) を (66)，(67)， (69) を代入して行列表示にすると，

次のようになるo
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(7l) 

これをクラーメルの公式を用いて解くと，次のような結果を得る。

Y
2 
= P.AX  -~~ eEX*キ切n/Y/

P2-wn2 
(72) 

C
2 
= wnAX -!~eEXアキ wn/ }T;

P2-wn2 
(73) 

文2=P;eEX-P~eEX‘キ初役/Y/ (74) 

外国の場合も同様に，次のような結果を得る。

π戸=(Pr* -wnr*) Yr* (75) 

い
れ
一n

一
卸
一+一

一
n

x一M
E一一

7r-
・ー

へ一
p

p
一

E
一

R
一vu 

(76) 

Cr w*n1EX* =.P;E~ -jヤばn;Yt
P~-w*nl 

(77) 

π2 = P~EX* -P;EX + w*n;η (78) 

自国の消費財企業の利潤が存在する条件は， (74) より，

A = P2*EX -P1*EX* 

とおくと，

eA + wrNrYr> 0 

(79) 

(80) 

である。なお， Aは，外国の通貨で測った自国の貿易収支である。

また，外国の消費財企業の利潤が存在する条件は， (78) より， (79) を考
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慮すると，

-A +w*ntyt> 0 (81) 

である。

投資財企業が存在しない場合は，両国の消費財産業の利潤が共に正になる

ことはなかったが，投資財の生産がある場合は，

wn rr r .. . ~ ~ _ __ 
一一一二二一くAくωη;yt

e 
(82) 

であれば，両国の消費財産業の利潤は正になる o wnlYIは，自国の投資財産

業で雇用されている労働者の賃金を意味する。従って，それが大きければ，

自国の貿易収支が赤字でも，自国の投資財産業で雇われている労働者の賃金

で自国の消費財への需要が確保され 自国の消費財産業の利潤が正になる。

w まとめと今後の課題

本稿では，生産は企業の利潤を基に生産されるという資本主義経済の基本

を基に，簡単なモデルを用いて，次のことを明らかにした。

l.閉鎖経済で，経済に消費財企業しかない場合は，企業は全体として利

潤をあげることは出来ない。短期的には，複数の企業が存在して一部の企業

が正の利潤をあげることができたとしても，利潤が負の金業は倒産せざるを

得ないので，長期的には企業は存在することは出来ない。

2. 新規企業の参入が続けば，資本主義経済は成り立つが，弱肉強食の厳

しい世界になる。

3. 小国モデルで考えた場合，開放経済で国内に消費財企業しかなく，消

費財を輸出している場合は，貿易収支が正であれば，消費財企業は利潤をあ

げ，生産することができる。

4. 2国モデルで考えた場合，開放経済で消費財産業しかない場合は，両

国が共に正の貿易収支であることはありえないので，両国で共に，企業が正

の利潤をあげることはできず，生産が行われることはない。

5. 2国モデルで考えた場合 開放経済で投資財企業の生産があれば，自
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国の貿易収支が赤字であっても，消費財企業は正の利潤をあげることができ

る。

6. 自国企業の利潤を増やすためには， 自国での投資財の生産を増やすこ

とと貿易収支を黒字にするという こつの方法があるが，全ての国の貿易収

支を黒字にすることは出来ない。従って，貿易収支の黒字を増やすのではな

く， 自国の投資を増やすことが利潤をあげる方向性としては正しいであろ

つ。

残された課題としては，次のことがある。

1. 海外の価格に邦貨建ての為替レートをかけたものが自国の価格に等し

いという仮定を緩めれば，結論は少し違ってくるかもしれない。

2. 外生変数を内生化する。本稿で外生変数として扱った，価格，為替

レート，輸出，輸入等を内生化することが考えられる。輸出入と為替レート

の関係としては，為替レートが輸出入を決めるという側面と，輸出入が為替

レートを決めるという，相反する因果関係があるが，おそらくどちらも正し

いだろう 。差分方程式でモデルを作り，均衡点への過程を分析することが考

えられる。

3. 国の数を増やす，消費財企業と投資財企業の数を増やすという一般化

が考えられる。

4.為替レートの決定までも論じようと思うならば，金融の側面も考慮に

入れなければならない。

5.本稿の結論からは 均衡条件として 各国の貿易収支が均衡すること

が考えられる。そこでは 国内の投資がなければ，企業は利潤をあげること

が出来ない。今日の日本経済では，大企業の内部留保が増え続けている。有

効な投資先が見つからないのが大きな原因の一つである。利潤に基づかない

経済ではあるが，社会主義経済でもない，新たな経済を模索する必要があ

る。


